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別表　部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年4月1日現在）
職員数（人） 対前年

増減数
（人）

主な増減理由
平成26年 平成27年

一
般
行
政
部
門

議　会 6 6 0
総　務 120 122 2 業務増による増員
税　務 44 44 0
民　生 124 128 4 業務増による増員
衛　生 38 36 △2 業務の統廃合縮小
労　働 6 6 0
農林水産 5 5 0
商　工 5 6 1 業務増による増員
土　木 76 72 △4 業務の統廃合縮小
小　計 424（17） 425（23） 1

特
別
行
政
部
門

教　育 48 47 △1 改正地方教育
行政法の施行

消　防 94 96 2 業務増による増員
小　計 142（2） 143（5） 1

公
営
企
業
等
会
計
部
門

水　道 23 23 0
下水道 14 13 △1 業務の統廃合縮小
その他 37 36 △1 業務の統廃合縮小
小　計 74（1） 72（5） △2
合　計 640（20） 640（33） 0

※平成26年職員数は、教育長・休職者・派遣職員などを含み、特別職・臨
時および非常勤職員を除く
※平成27年職員数は、休職者・派遣職員などを含み、特別職・臨時およ
び非常勤職員を除く
※（　）内は、再任用短時間勤務職員で、それぞれの計に含まない

２
職
員
の
任
免
お
よ
び

職
員
数
に
関
す
る
状
況

⑴
職
員
の
採
用
の
状
況
（
平
成
26

年
度
）

　

一
般
事
務
28
人
（
13
人
）、
土

木
技
師
２
人
（
０
人
）、
精
神
保

健
福
祉
士
１
人
（
０
人
）、
保
育

士
３
人（
３
人
）、保
健
師
２
人（
２

人
）、
消
防
士
４
人
（
０
人
）

⑵
再
任
用
の
状
況（
平
成
26
年
度
）

短
時
間
勤
務
職
員
26
人（
10
人
）

⑶
職
位
別
任
用
状
況

　

平
成
27
年
３
月
末
現
在
、
課
長

補
佐
級
以
上
の
職
の
総
数
は
137
人
。

　

平
成
26
年
度
中
の
昇
任
者
数
は
、

部
長
級
３
人
（
０
人
）、
次
長
級

９
人
（
０
人
）、課
長
級
16
人
（
１

人
）、
課
長
補
佐
級
18
人
（
３
人
）、

計
46
人
（
４
人
）

※
（　

）
内
は
、
女
性
職
員
数

⑷
職
員
の
退
職
の
状
況
（
平
成
26

年
度
）

　

定
年
退
職
27
人
、
勧
奨
退
職
９

人
、自
己
都
合
退
職
９
人
、計
45
人

⑸
部
門
別
職
員
数
の
状
況
と
主
な

増
減
理
由

左
の
別
表
の
と
お
り

３
職
員
の
勤
務
時
間
そ
の
他
の

勤
務
条
件
の
状
況

⑴
勤
務
時
間
の
概
要

⑴
人
件
費
の
状
況

⑵
職
員
給
与
費
の
状
況

⑶
職
員
の
平
均
給
料
月
額
お
よ
び

平
均
年
齢
の
状
況

⑷
ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数

⑸
職
員
の
経
験
年
数
別
、
学
歴
別

平
均
給
料
月
額
の
状
況

⑹
職
員
の
初
任
給
の
状
況

⑺
職
員
手
当
の
状
況

⑻
一
般
行
政
職
の
級
別
職
員
数
の

状
況

⑼
特
別
職
の
報
酬
等
の
状
況

　

１
週
間
当
た
り
38
時
間
45
分
。

　

原
則
、
毎
週
月
〜
金
曜
日
、
午

前
８
時
30
分
〜
午
後
５
時
15
分

⑵
休
暇
制
度
の
種
類

　

年
次
有
給
休
暇
、
病
気
休
暇
な

ど⑶
各
休
暇
の
取
得
状
況
（
平
成
26

年
度
）

　

年
次
有
給
休
暇
の
平
均
取
得
日

数
は
8.7
日
。
育
児
休
業
は
12
人
、

部
分
休
業
は
２
人
が
取
得
し
、
い

ず
れ
も
女
性
職
員

⑷
時
間
外
勤
務
の
状
況
（
平
成
26

年
度
）

　

一
般
職
員
の
１
月
当
た
り
平
均

時
間
外
勤
務
時
間
は
、
約
14
時
間

（
休
日
勤
務
を
含
む
）

４
分
限
お
よ
び
懲
戒
処
分
の

状
況

　

平
成
26
年
度
の
分
限
処
分
を
受

け
た
職
員
は
延
べ
14
人
。
懲
戒
処

分
を
受
け
た
職
員
は
い
な
い

５
職
員
の
服
務
の
状
況

⑴
職
務
専
念
義
務
免
除
の
承
認
件

数
（
平
成
26
年
度
）

　

研
修
809
件
、
厚
生
事
業
694
件
、

そ
の
他
市
長
が
定
め
る
場
合
25
件

⑵
営
利
企
業
の
従
事
の
許
可

平
成
26
年
度
の
許
可
願
は
な
い

６
職
員
の
研
修
お
よ
び

勤
務
成
績
の
評
定
の
状
況

⑴
研
修
の
概
要
（
平
成
26
年
度
）

　

職
場
外
研
修
と
し
て
、
基
本
研

修
５
コ
ー
ス
、
管
理
・
監
督
者
研

修
１
コ
ー
ス
、
専
門
研
修
９
コ
ー

ス
、
派
遣
研
修
38
コ
ー
ス
に
参
加

し
、
延
べ
809
人
が
修
了

⑵
職
員
の
勤
務
成
績
の
評
定
方
法

　

公
務
能
率
の
増
進
を
図
る
た
め

実
施
。
毎
年
５
月
１
日
〜
10
月
31

日
を
評
定
期
間
と
し
、
11
月
１
日

が
評
定
日
。
所
属
長
が
評
定

７
職
員
の
福
祉
お
よ
び

利
益
の
保
護
の
状
況

⑴
福
利
厚
生
制
度

　

共
済
制
度
は
、
埼
玉
県
市
町
村

職
員
共
済
組
合
で
実
施
。
福
利
厚

生
事
業
は
、
市
が
外
部
委
託
。
そ

の
他
、
互
助
組
織
と
し
て
「
職
員

互
助
会
」
を
組
織

⑵
公
務
災
害
な
ど（
平
成
26
年
度
）

　

公
務
災
害
２
件
、
通
勤
災
害
１

件８
そ
の
他

　

平
成
26
年
度
の
「
勤
務
条
件
に

関
す
る
措
置
要
求
」
お
よ
び
「
不

利
益
処
分
に
関
す
る
不
服
申
し
立

て
」
は
な
い

１
職
員
の
給
与
の
状
況

平成26年度普通会計

歳出額
（Ａ） 30,088,478千円

人件費
（Ｂ） 5,166,148千円

人件費率
（Ｂ）／（Ａ） 17.1％

※人件費には、特別職に支給さ
れる給料、報酬などを含む

平成26年度普通会計

職員数
（A）

給与費 1人当たり
給与費

（Ｂ）／（Ａ）給　　料 職員
手当

期末勤
勉手当 計（Ｂ）

568人 2,124,405
千円

441,587
千円

792,784
千円

3,358,776
千円 5,913千円

※職員数は、平成27年4月1日現在の人数
※職員手当には、退職手当を含まない

（平成27年4月1日現在）

区　分
一般行政職

平均給料
月額

平均
年齢

八潮市 315,593円 40.5歳

埼玉県 335,158円 43.3歳

国 334,283円 43.5歳

（各年度とも4月1日現在）

区　分 平成
22年度

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

ラスパイレス
指数（※1） 99.2 101.6 111.5（※2）

（103.0）
110.5（※2）
（102.0） 102.3

※1　国家公務員の給料を100とした場合、八潮市の給料水準がどのくらいかを示す指
数

※2　東日本大震災の復興財源を捻出するため、国家公務員の給料は平成24年度から2
年間、平均7.8パーセント減額する特例措置を実施している。減額を実施した後の
低い額と比較をした結果の数値のため、大幅に上昇した数値となっている
 （　）は、上記の特例措置がなかった場合の額と比較した数値

（平成27年4月1日現在）

区　分 経験年数
7～9年

経験年数
10～14年

経験年数
15～19年

一般行政職
大学卒 236,589円 292,933円 335,000円

高校卒 ― ― 298,825円

技能労務職 ― ― ―

※「―」は、該当者なし

（平成27年4月1日現在）

区　分
一般行政職

八潮市 国

大学卒 183,300円 176,700円

高校卒 154,300円 144,600円

（平成27年4月1日現在）

区　分 期末手当・勤勉手当（平成26年度支給割合）

八潮市

期末手当 勤勉手当
6月期 1.225月分 0.675月分
12月期 1.375月分 0.825月分
計 2.6月分 1.5月分

職制上の段階、職務の
級等による加算措置 あり

国 本市に同じ

退職手当（平成26年度支給割合）
自己都合 勧奨・定年

勤続20年 21.6200月分 27.0250月分
勤続25年 31.0500月分 36.5700月分
勤続35年 43.7000月分 52.4400月分
最高限度額 52.4400月分 52.4400月分
その他の
加算措置

定年前早期退職特例措置
（2～45％加算）

本市に同じ

（平成27年4月1日現在）

区　　分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 計
標準的な
職務内容

主事
技師

主事
技師 主任 係長 副課

長 課長 副部
長 部長 －

職員数（人） 47 79 64 79 28 32 13 12 354
構成比（％） 13.3 22.3 18.1 22.3 7.9 9.0 3.7 3.4 100

（参考）
構成比
（％）

1年前 10.3 19.7 18.2 26.8 8.8 8.8 4.0 3.4 100

5年前 6.3 9.9 31.1 28.7 8.3 8.8 3.9 3.0 100

（平成27年4月1日現在）

区　分 給料月額 区　分 報酬月額 期　末　手　当

市　長 704,000円 議　長 440,000円 平成26年度
支給割合

6月期　1.90月分
12月期　2.20月分

計　 4.1月分

副市長 675,000円 副議長 400,000円

教育長 665,000円 議　員 380,000円

※市長、副市長、教育長の給料月額は特例条例によりそれぞれ20パーセント、10パーセン
ト、5パーセントの減額をしており、減額後の金額

人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況

人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況

物
総
務
人
事
課
☎
奮
２
５
３

市
の
人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況
に
つ
い
て
公
表
し
ま
す
。


